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はじめに

日豪クロスボーダーM&A
― 事例検証と直近トレンドの考察 2022 

2022年、オーストラリアで公表されたM&Aの総額
は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世

界的大流行前の水準を上回りました。過去最大の
規模となった2021年を下回ったものの、1年を通し

てさまざまなセクターで案件が公表されました。エ
ネルギー&電力セクターや金融セクターなどの大型

案件が牽引し、下半期が上半期を上回る結果にな
りました1。

企業を取り巻く環境はますます複雑かつ劇的に変
化しています。地政学リスク、インフレの加速、急速
な金利上昇、サプライチェーンの混乱、商品価格の
ボラティリティなど、加速する不確実性への俊敏な
対応と適応が求められています。急激な変化の時
代にあって、ポートフォリオの最適化を進め、中核
事業の変革や社会的課題に対応するための投資
が多く選択されています。困難な経済環境下だから
こそ、M&Aは企業戦略においてますます重要な役
割を担うと考えます。

企業戦略におけるM&A
オーストラリアの資源エネルギー業界と

日豪パートナーシップ

オーストラリアは多くの天然資源を有する資源大国
であり、積極的な対外通商政策で輸出産業を発展
させてきました。また長年にわたり、原料炭や鉄鉱
石などの金属資源や一般炭や天然ガスなどのエネ
ルギー資源を世界に安定供給する重要な役割を
担ってきました。国内外からのESGコミットメントへ

のプレッシャー、エネルギー構造の変革、資源・エ
ネルギーの安定調達リスクへの懸念など、同業界
を取り巻く環境も大きく変化しています。さまざまな
課題を共有し、同業界の多様化とさらなる発展を推
進するために、長年にわたって相互依存し協業して
きた日豪両国のパートナーシップは既に新たな
フェーズに入っています。

日豪クロスボーダーM&Aと日豪脱炭素
燃料・技術プロジェクト

日本はオーストラリアにとって第2位の直接投資国
です。国別の詳細データが確認できる2021年12
月末までの10年間において、日本からの直接投資
額は純増を続け、累計額は約1,338億豪ドルに達
しました 2。2022年も情報通信業・金融業・卸売／

小売業・建設業など、さまざまなセクターで多くの
日豪クロスボーダーM&Aが発表されました。加え

て、日豪間の脱炭素燃料・技術プロジェクトも数多
く発表されています。PwCは本年も直近の日豪ク
ロスボーダーM&Aを調査・検証することで、進出

先・投資先としてのオーストラリアの魅力を探るとと
もに、実際の事例から学べる点をご紹介したいと思
います。本調査がオーストラリアを含む今後の海外
事業戦略を検討する際の一助となれば幸甚です。

PwCオーストラリア

パートナー

会川 徹
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1：Thomson Reuters Eikon database（2023年1月5日時点）
2：ABS 5352.0 – International Investment Position, Australia (2021)
出典:
進出先／投資先としてのオーストラリア 2019 ～PwC Australia～
進出先／投資先としてのオーストラリア 2020 ～PwC Australia～
進出先／投資先としてのオーストラリア 2021 ～PwC Australia～
日豪クロスボーダーM&A 事例検証と直近トレンドの考察 2020
日豪クロスボーダーM&A 事例検証と直近トレンドの考察 2021
日豪クロスボーダーM&A 事例検証と直近トレンドの考察 2022
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2022年上半期、世界全体の直接投資は9,720億
米ドルとなり、上半期としては2013年以降過去最
高を記録しました。特に第1四半期は前年比88%
の増加を記録し、大幅に回復した2021年の勢いが
継続した形です3。

オーストラリアへの直接投資も増加し、現時点で詳
細データが確認できる2021年12月までの1年間で

は、日本、英国、オランダ、カナダなどの主要各国
からのものは軒並みプラス（純増）になりました。日
本からの直接投資額は10年以上にわたって純増
を続け、2021年12月末時点で累計約1,338億豪

ドルに達しました。オーストラリアへの直接投資国
第1位の米国との差を縮め、第7位の中国本土から
の同累計額約463億豪ドルの約3倍の規模となっ
ています4。

海外からの投融資は、オーストラリアの経済成長
のために1960年代から重要な役割を果たしてきま

した。石炭や天然ガスなどの豊富な天然資源の開
発プロジェクトを行うため、そして輸出産業を発展
させるために海外からの投融資は不可欠であり、
長期的視点を有してパートナーシップを組む日本
企業の存在は欠かせないものでした5。

2022年10月、日本の岸田文雄首相とオーストラリ

アのアンソニー・アルバニージー首相は西オースト
ラリア州パースで首脳会談を行い、両国の間の
「特別な戦略的パートナーシップ」を再確認しまし
た。ウクライナ情勢等により、資源・エネルギー安
全保障の重要性が高まる中、両国の協力の強化
が極めて重要であることを再確認すると共に、技
術を通じた脱炭素化に関する日豪パートナーシッ
プの下で両国の更なる連携を約束しました。今後、
両政府間の協力の下、幅広いセクターでの投資が
継続すると共に、引き続き数多くの脱炭素燃料・技
術プロジェクトが推進されていくものと予想されま
す。

オーストラリアにおける
M&Aの状況と日本企業の
位置づけ

1

オーストラリアへの直接投資と日本の位置付け（2022年～2021年）

主要各国からのオーストラリアへの直接投資額の推移

3: Foreign Direct Investment Statistics: Data, Analysis and Forecasts
"FDI IN FIGURES April 2022"  and "FDI IN FIGURES October 2022" by OECD
4: ABS 5352.0 – International Investment Position, Australia (2021)
5: Australian Trade and Investment Commission – Japanese Investment in Australia Report

出典：ABS 5352.0 – International Investment Position, Australia (2021)
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2022年にオーストラリアで公表されたM&Aの総額
および件数は、それぞれ約1,341億豪ドルと1,759
件となりました。世界のM&Aの減少と同様に、過
去最高を記録した2021年からは総額・件数ともに
減 少 し ま し た が 、 COVID-19 の 感 染 拡 大 前 の
2019年と比較すると、総額は24%増加しました6。

オーストラリアで公表されたM&Aの総額は、上半
期と比較して下半期に56%増加しました。これは、
世界全体の M&A が上半期と比較して下半期に
33%減少したことと対象的です7。

Brookf ie ld他による電力会社Orig in Energyの
買収提案（スキームオブアレンジメント） 8や、資源
大手 BHP による OZ ミネラルズの買収提案（ス
キームオブアレンジメン ト ） 9 、 ANZ 銀行による
Suncorpの銀行部門買収 10等、多くの大型案件が
引き続き下半期にも公表されました。上記Orig in
およびOZミネラルズの案件は、アジア太平洋地域
のトップ10にランクインしました。

5

業界別でCOVID-19の感染拡大前の水準を大きく
上回ったのは、エネルギー&電力セクター、金融セ

クター、通信セクター、先端技術（ハイテク）セク
ターなどでした。COVID-19後の世界の特徴と言
える地政学的な不確実性、ESGへの取り組み、デ

ジタル化の加速などを背景としてこれらの課題に
対処し取り組む案件は引き続きオーストラリアの
M&Aを牽引していくものと予想されます。

例年、日本企業による多くの買収案件が上位にラ
ンクインし、2022年も数多くの日豪クロスボーダー
M&Aがさまざまなセクターで発表されました。多く

は資源やエネルギーの安定供給・エネルギー構造
の変革、デジタル化の促進、気候変動対応、持続
可能な社会の実現等を目的とした案件でした。加
えて 2021年を大きく上回る多くの日豪脱炭素燃

料・技術プロジェクトも発表されました。次項以降で
それぞれ解説します。

オーストラリアでのM&Aの状況（2022年）

オーストラリアのM&A総額および件数推移
（四半期別）

オーストラリアのM&A総額および件数
（年度別）

6: Thomson Reuters Eikon database(2023年1月5日時点）
7: Refinitiv Global M&A Review full year 2022
8: Origin receives non-binding, indicative offer at $9.00 per share
9: Proposed acquisition of OZ Minerals by BHP progresses to signed Scheme Implementation Deed
10: ANZ’s agreement to acquire Suncorp Bank

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson Reuters、オーストラリア政府発表資料をもとにPwC作成
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オーストラリア政府によるコミットメント

オーストラリア政府は、脱炭素化に向けたエネル
ギー構造の変革を推進しています。政府は法制度
の整備、政策文書の公表、資金援助の実施等に
よって様々な支援を行っています。

6

2021年に続き、2022年も日豪間の脱炭素燃料・
技術プロジェクトが数多く発表されました。

オーストラリアの優位性

オーストラリアは、これらのプロジェクトを推進する
優位性と要件を満たしており、脱炭素社会の実現
に貢献できる大きなポテンシャルを有しています。

日豪脱炭素燃料・技術
プロジェクト

2

2022年12月、オーストラリア気候変動・エネ
ルギー・環境・水資源省（DCCEEW ）は原産
地証明（GO）スキームの設計案に関する2つ
のコンサルテーションペーパーを公表しました。
これまで実施してきた水素GOスキーム開発

に関する協議、業界からのフィードバック及び
トライアルを踏まえ、再生可能電力などを含む
より広範囲なGOスキームを構築することを提
案しています。

11: 2022年4月10日、与党保守連合のモリソン首相は連邦議会下院を解散。5月21日に投開票が行われ敗北。5月23日、労働党を率いるア
ルバニージー氏が新首相に就任。

2022年10月、連邦政府は水素ハブ構築に向

けた助成金プログラムを拡充し、タウンズビル
の水素ハブの開発を支援するために最大
7,190万豪ドルを拠出すると発表しました。こ

れにより、連邦政府の地域水素ハブプログラ
ム（旧クリーン水素産業ハブプログラム）によ
る支援額は、2022年4月に選挙管理内閣11が
発表したハブ構築実行助成金としての 4 億
3,100万豪ドル、ハブ開発および設計助成金
としての2,256万豪ドルと合計して5億豪ドル
を超える規模となりました。

2

2022年9月、議会は気候変動法案（Climate
Change Act 2022 ）を可決し、2030年時点
の温室効果ガス排出削減の目標を2005年比
43%減まで引き上げました（従前の目標は
2005年比28%減）。この目標を達成する手段
として、2030年時点の再エネ比率の目標を従
前の69%から82%に大幅に引き上げました。

2022年10月、連邦政府はこれまでのCCS支
援を見直し、今後10年間で1億 4,100万豪ド
ルをCO2回収技術に投資すると発表しました。

また2022年6月、連邦政府の洋上電力インフ
ラ法2021が施行され、オーストラリアの海域で

の洋上風力発電の実現に向けた動きが加速し
ています。

広大な土地を有し、風況・日照などの気候条
件が良く、豊富な水力資源を有するなど、再
生可能エネルギー資源が豊富です。既に太陽
光発電と陸上風力発電は最も低コストの発電
方法であり、そのコストは今後さらに低減する
と予想されています。PHES（揚水発電蓄電シ
ステム）やBESS（バッテリー電力貯蔵システ

ム）などの蓄電技術やピーク調整力発電など
を利用し、安定供給を確保できるようさまざま
なプロジェクトが進められています。

また、地産地消による水素需要が期待される
と共に、次世代脱炭素燃料を輸出する可能性
を有しています。将来的な輸出見込み相手国
と既に強固な貿易関係が構築されており、日
本、韓国、中国、シンガポールなど、次世代脱
炭素燃料の需要が高い重要な国際市場に地
理的に近く、有利な立場にあります。

加えて、長年ガス田の開発を進めてきた経緯
から、CCUS（CO₂の回収・利用・貯留）に適し
た場所が多く存在しています。

さらにオーストラリアは、二国間あるいは多国
間で、新しいエネルギーサプライチェーンを構
築した実績を有しています。LNGの開発・製

造・海上大量輸送・販売・輸出などにおいて、
規制の構築・安全性の確保・市場インフラの
整備を行い、LNG輸出において世界第2位と
なりました。

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson Reuters、日本政府発表資料をもとにPwC作成
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日豪パートナーシップ

日本とオーストラリアは、他の様々な分野とともに
エネルギー分野において、長きにわたり相互依存
関係を有しています。長年のエネルギー安定供
給・安定需要に裏打ちされた信頼関係を背景に、
日豪両国政府はこれまでの化石燃料に関する
パートナーシップから脱炭素燃料・技術プロジェク
トにおいて協業を推進するため、さまざまな発表を
行いました。

世界各国で温室効果ガスの削減を目指す気運が
急速に高まる中、水素・アンモニアといった次世代
脱炭素燃料の大規模導入、またCCUS・カーボン

リサイクル・低排出鉄鋼などの脱炭素・排出量削
減技術の商用化をにらみ、普及に向けたプロジェ
クトが数多く実証検討されています。両国政府の
支援・後押しを受け、日豪次世代脱炭素燃料・技
術プロジェクトは、今後も数多く発表されることが
予想されます（次項に一部例示）。

2022年1月、日豪首脳テレビ会議が開催さ
れました。2050年までに温室効果ガスの排

出実質ゼロを達成するという共通のコミットメ
ントに向けて、技術を通じた脱炭素化に関す
る日豪パートナーシップの下で緊密な協力を
行うというコミットメントを再確認しました。

2022年9月、東京で日豪首脳会談が開かれ

ました。両首脳は資源・エネルギーの安定供
給及び水素などの新たな分野における協力
を発展させていくことの重要性を確認しまし
た。

2022年10月、西オーストラリア州パースで

日豪両首脳会議が開催されました。両首脳
は技術を通じた脱炭素化に関する日豪パー
トナーシップの下で、また、日米豪印を含む
地域の多国間フォーラムを通じて、水素及び
アンモニアを含むクリーンエネルギー技術及
びクリーンエネルギーサプライチェーンを推
進するイニシアチブを引き続き支援すること
を誓約しました。

4

2022年5月、東京で日豪首脳会議が開催さ

れました。両首脳は水素・アンモニアといった
カーボンニュートラルに向けた取組、エネル
ギーサプライチェーンの強化等のエネルギー
分野において日豪協力を進めていくことを確
認しました。

2

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson Reuters、日本政府発表資料をもとにPwC作成
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日付 参画企業

2022年12月8日 独立行政法人 エネルギー・
金属鉱物資源機構

オーストラリア連邦西オーストラリア州政府と石油・天
然ガス、水素・アンモニア、CCS／CCUSに関する協
力覚書を締結

2022年12月6日 独立行政法人 エネルギー・
金属鉱物資源機構
株式会社 INPEX 

豪州 LNG 事業における CO2 排出低減のための

CCS 事業に向けた共同研究の開始について

2022年11月30日 出光興産株式会社

Idemitsu Renewable 
Development Austral ia 
Pty Ltd
Energy Estate社
CS Energy社

豪州アボットポイント港でのグリーンアンモニア製造、
輸出へ向けた調査を開始

2022年11月10日 株式会社商船三井他 CCUS 向け液化 CO2海上輸送事業開発の協力に関
する覚書を締結

2022年10月13日 Mitsubishi Heavy 
Industr ies Asia Pacif ic  
Pte. Ltd. 

豪州・南オーストラリア州政府と水素開発事業に関す
る共同声明に署名 クリーンエネルギーへの移行と水
素経済の発展目指す

2022年9月16日 三井物産株式会社 西豪州におけるグリーン水素製造事業への参画に関
する契約締結

2022年9月15日 独立行政法人石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構
丸紅株式会社
北陸電力株式会社
関西電力株式会社
東北電力株式会社
北海道電力株式会社他

豪州から日本への低炭素燃料アンモニアサプライ
チェーン構築に関する事業化調査（第2フェーズ）実施
について

2022年9月14日 出光興産株式会社

AGLエナジー社

Muswellbrook Pumped 
Hydro Pty Ltd

豪州マッセルブルック石炭鉱山採掘跡地で揚水型水
力発電事業の事業化検証を開始

2022年9月2日 MIMI(ジャパン・オーストラリ
アLNG)
BP Developments 
Austral ia Pty Ltd
Shell  Austral ia Pty Ltd他

豪州北西部沖合でのCCS事業化調査に関する政府許
可取得

豪ノース・ウェスト・シェルフ・プロジェクト枯渇ガス田を
利用したCCSの事業性調査を目的とした鉱区探査ライ
センス取得

2022年8月24日 株式会社 INPEX オーストラリア 北部準州沖合 GHG※1アセスメント鉱
区（G-7-AP）の落札について
※1 GHG（Greenhous e Gas）：温室効果ガス

2022年8月9日 株式会社 INPEX オーストラリア・ニューサウスウェールズ州における水
素ハブ開発に向けた豪 AGL Energy Limited との協
業覚書の締結について（お知らせ）

2022年7月21日 株式会社 INPEX オーストラリア・北部準州政府とのネットゼロカーボン
社会に向けたコミットメント宣言書の締結について（お
知らせ）

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson Reuters、CSIROをもとにPwC作成
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日付 参画企業

2022年6月9日 BHP
日本郵船株式会社

脱炭素に向けBHPと日本郵船が戦略的パートナー
シップを締結

2022年6月8日 電源開発株式会社
丸紅株式会社

Glencore Plc

豪州初となる石炭火力発電所由来のCO2の回収・輸
送・貯留を一貫して行う実証事業へ参画します

2022年5月5日 Origin Energy
Kawasak i Heavy 
Industr ies

Green Liquid Hydrogen Export Project
仮訳：グリーン水素液化・輸出プロジェクト

2022年4月26日 Mitsui E&P Austral ia Pty 
Ltd

Joint Feasibi l i ty Study for  Creat ion of  a Supply 
Chain of  Low Carbon Ammonia in W estern 
Austral ia 
仮訳：西オーストラリア州でのローカーボンアンモニア
サプライチェーン構築共同FS

2022年4月12日 大阪ガス株式会社他 豪州におけるグリーン水素製造プロジェクトに関する
共同開発契約の締結について

2022年3月31日 株式会社 INPEX
カンタス航空
オーストラリア・ニュージーラ
ンド銀行

（株） INPEX、オーストラリア・ニュージーランド銀行お
よびカンタス航空間でのカーボンファーミングおよびバ
イオマス燃料事業協力に係る協業について

2022年3月29日 株式会社 IHI
IHI Engineer ing 
Austral ia Pty Ltd

オーストラリアでカーボンフリー水素の製造・販売を目
指す 「コーガン水素実証プロジェクト」のデモプラント
建設工事を受注

2022年3月16日 JX石油開発株式会社 オーストラリアにおける洋上二酸化炭素地下貯留に向
けた公開鉱区への共同応札について

2022年3月1日 Toll  Transport
ComfortDelGro 
Corporat ion Austral ia
Cleanaway Operat ions
Barwon Region W ater 
Corporat ion

Toll  Group leads the industry in hydrogen-fuel 
accessibi l i ty and adoption
仮訳：Toll  Groupが水素燃料へのアクセスと活用を
リード

New Energies Service Stat ion Geelong 
Demonstrat ion Project
仮訳 :  Geelong新エネルギー供給サービスステーショ
ン実証プロジェクト

2022年2月14日 日本製鉄株式会社 大型洋上浮遊式CO2回収貯留ハブ・プロジェクト

CStore1へのCO2回収・液化・海上輸送に関する共
同スタディ契約の締結について

2022年2月10日 Sumitomo Corporat ion Sumitomo Green Hydrogen Product ion Plant
抄訳：住友グリーン水素製造プロジェクト

2022年1月12日 丸紅株式会社 豪州・インドネシア間のグリーン水素製造・輸送・利活
用に関する実証事業開始について

2022年1月12日 双日株式会社

CS Energy Ltd.他
双日、豪州でグリーン水素製造、太平洋島嶼国で利活
用～ 環境省による実証事業に採択 ～

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson Reuters、CSIROをもとにPwC作成
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85% 79% 76%

4%
3%

3%

11%
6%

5%

12% 16%

2020 2021 2022

カーボンクレジットデベロッパー - 買収案件
資源(化石燃料) - 売却案件
再エネ - 買収案件
その他(買収・売却案件)

’脱炭素’案件

15% 21% 24%

前項ではオーストラリアへの直接投資と日本企業
の位置付けについて紹介しました。PwCは本年も
Mergermarket な ど の M&A デ ー タ ベ ー ス に て
2020年から2022年の間に発表が確認された日豪
クロスボーダーM&A98件について内容を調査・検

証しました。ここではいくつかのポイントをご紹介し
ます。

なお、後述にて売却案件について別途記載しま
す。

セクター別内訳（2020年～2022年）

上記の日豪クロスボーダーM&A98件のうち、買収
案件の78件について各社の開示資料を元に調査・

検証したところ、その内訳は情報通信セクターが
28件、金融11件、再エネ・脱炭素10件、建設7件、
資源6件、製造4件、卸売小売3件、その他9件でし

た。資源国というイメージが強いオーストラリアに
おいて、以前は日本国内で不足する資源を確保す
るために資源セクターにおいて少数株式を取得す
る買収案件が多く見られましたが、昨年のレポート
同様、2020年から2022年の間では資源セクター
の案件数が全体の1割以下となりました。

昨年に引き続き情報通信セクターにおける案件が
セクター別で最も多く発表されました。デジタル関
連事業は優先領域として継続検討されていること
が見て取れます。

金融セクターにおける案件は各年ともに大きな割
合を占めています。オーストラリア経済を牽引する
金融セクターは、大手銀行グループによる非中核
事業の売却など業界再編と変革期にあり、多くの
案件が発表されました。

カーボンクレジットデベロッパーを含む再エネ・脱
炭素セクターにおける案件の割合は2021年から
急増し、2022年も多くの案件が発表されました。

上記の日豪クロスボーダーM&A98件（買収案件
および売却案件）を以下のとおり1.「資源（化石燃
料）の売却案件」、 2. 「再エネの買収案件」、 3.
「カーボンクレジットデベロッパーの買収案件」、4.
「その他の買収・売却案件」に区分して分析すると、
近年いわゆる脱炭素案件（1、2および3）が全体に
占める割合が年々増加していることが分かります。

世界的な環境意識の高まりと各社の低炭素・脱炭
素へ向けた取り組みの一環として、オーストラリア
の豊富な再生エネルギー資源の買収案件や国際
的に信頼度の高いACCUの創出に関与するカー

ボンデベロッパーの買収案件が継続的に増加しま
した。2022年には、水素製造事業、CCS事業への

出資参画が発表され、脱炭素案件の多様化が見ら
れました。一方で化石燃料関連の売却案件も引続
き公表されています。

日豪クロスボーダー
M&A 

3

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson ReutersをもとにPwC作成

2020-2022年セクター別
M&A件数（買収案件）内訳

全体に占める脱炭素案件の割合（2020-2022年）

39%

22%

5%

17%

6%
0%11%

32%

14%
14%

11%

11%

3%
4%

0%
11%

38%

10%
16%

3%

6%

9%

6%

3%
3%

6%

情報通信

金融

再エネ・脱炭素

建設

資源

製造

卸売小売

サービス

食料飲料

その他

2021

2020

2022
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買収時の各社開示資料における説明事項
（一部）

各社の2022年の開示資料を見ると、多くの案件で

資源やエネルギーの安定供給、エネルギー構造の
変革、デジタル化の促進、気候変動対応、持続可
能な社会の実現等を目的としてM&Aが検討された
ことが見て取れます。

2022年10月、出光興産株式会社はバナジウム事
業を推進するVecco（ヴェッコ）社へ出資しました。

バナジウムの採掘、五酸化バナジウムへの精製、
バナジウム電解液の生産を行う地産地消のバ
リューチェーンを構築し、地政学的に安定したオー
ストラリアでのバナジウムの供給安定化と需要創
出に貢献することを目指しています。

2022年7月、文化シヤッター株式会社はシャッター
メーカーであるMAX DOOR SOLUTIONS PTY
LTDの全株式を取得しました。近年、オーストラリ

アでは気候変動リスクの観点から、エネルギー効
率を重視した工場や倉庫の需要が高まっており、
それら建築物の開口部製品としてMAX DOOR社

が取り扱う各種シャッターは、断熱性をはじめ高速
開閉に伴う外気の流出入を最小限に抑えることで
CO2の削減効果があるエコ製品として、採用が進
んでいると説明しています。

2022年 6月、大阪ガス株式会社の子会社である
Osaka Gas Energy Oceania Pty Ltd は 、
Austra l ian Integrated Carbon Pty Ltdの株式
を16.7%取得しました。 Austra l ian Integrated
Carbon Pty Ltdは 2016年より、原生林再生プロ

ジェクト（農家の牧畜プロセス等の改善により、過
去の伐採や過放牧によって消失した原生林を再生
することで、大気中のCO2を吸収する手法）を通じ

て、オーストラリア政府が公式に認証するカーボン
クレジットを獲得・販売する事業を営んでいます。

2022 年 5 月 、 三 井 物 産 株 式 会 社 は
Climate Fr iendly Pty Ltdの株式33.7%取得に
合意しました。 Climate Fr iendly Pty Ltdはオー

ストラリアにおける原生林再生（土地利用）を通じ
たGHG（温室効果ガス）削減事業を手掛けており、
再生した原生林が吸着した大気中のCO2をGHG
削減分の排出権として販売しています。2020年ま
でに2,000万トンのGHG削減を達成済みで、2025
年までに1億トンの削減を目指すオーストラリア最

大規模の排出権デベロッパーです。また、同社が
手掛ける原生林の再生事業は、大気中のCO2を

吸収・固着するのみならず、生態系や生物多様性
の保護、土壌改善等の副次的効果が見込まれて
おり、同国政府のGHG削減目標達成において重
要な役割を担っています。

2022 年 5 月 、 住 友 林 業 株 式 会 社 は Regal
Innovat ions Pty Ltdの株式 51%を取得しました。

同社の環境緑化技術と住友林業の住宅・不動産
開発事業を組み合わせ、環境配慮型の開発を推
進しています。
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2022年10月、株式会社マクニカクラビス カンパ

ニーはビデオ分析ソリューションを提供するグロー
バ ル ソ フ ト ウ ェ ア 企 業 で あ る icetana
Limitedへ出資し、日本での独占販売権を獲得す

ることを発表しました。同社はこの出資により販売
戦略や新たな技術開発での連携を強化し、AI画像

解析技術を活用して異常やその予兆を防犯カメラ
映像から検出する異常検知ソフトウェアを用いるこ
とで、施設警備における課題解決に注力するとして
います。

2022年7月、三井物産株式会社は、建設・土木工
事向けシステムインテグレーターであるPosi t ion
Partners Pty Ltdの株式を追加取得する契約を
締結し、連結子会社とする決定を発表しました。
Posit ion Partners Pty Ltdは、建設機械のデジ

タル化を含む、工事の正確性・生産性・安全性向上
に資するハードウェアおよびソフトウェアを取り扱っ
ており、位置空間データや自動化技術を活用した
土木工事プロセス全体のデジタリゼーションに貢献
しているほか、鉱山業界向けに様々なデジタルソ
リューションを提供していると説明しています。

2022年9月、スズキ株式会社は電動化や自動運
転のソフトウェアなどの技術に強みを持つAppl ied
Electr ic Vehic les Ltdへ出資しました。同社はこ

れにより、次世代モビリティ用ソフトウェア関連技術
の共同開発の推進や事業シナジーの実現を目指
すとしています。

2022年6月、コマツは坑内掘り鉱山向けの通信デ

バイスと坑内測位による最適化プラットフォームの
プロバイダーである、Mine Site Technologies
PtyLtdの買収を決定したと発表しました。その背

景については、鉱山業界の顧客が鉱山オペレー
ションのデジタル化および自動化を目指しており、
高速・低遅延デジタルコミュニケーションへの移行、
現場内の通信の安定化や通信情報量の増大化、リ
アルタイムでの作業員・鉱山機械の位置情報の把
握や自動化への対応、 3次元地形情報の取得を
3次元地形情報の取得を可能とする技術の獲得が

不可欠であることから買収に至ったと説明していま
す。またコマツは、Mine Site Technologies Pty
Ltdが世界各国の鉱山において坑内掘りオペレー

ションのデジタル化や自動化の促進に寄与した実
績を有していることにも触れています。

2022年5月、富士フイルムビジネスイノベーション
株 式 会 社 は Smart Messaging Services
Pty Ltdの買収手続きを完了したと発表しました。

同社はこの買収について、カスタマーコミュニケー
ション業務のデジタルトランスフォーメーション
（DX）支援するのみならず、顧客のビジネス変革に
つながるDXを強力に推進すると説明しています。

多くの日本企業がM&A検討時点でビジネスデュー

デリジェンスを実施しており、対象企業のビジネス
自体を慎重に分析した上で買収を実行しています。

デジタル化の促進
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39%
19% 19% 23%

61%
81% 81% 77%

2020 2021 2022 ３年合計

初めての買収案件 2件目以降買収案件

「初めての買収」 vs 「2件目以降の買収」

買収案件の78件を見てみると、2021年に過去に
当地で既に1件以上買収案件を実施した経験があ

る日本企業がさらなる買収案件を手掛けた比率が
増加しており、2022年も同様の傾向が見られまし

た。このうち多くの案件では、過去に買収したオー
ストラリア企業を通じてではなく、親会社である日
本企業が再度買収を実行しています。過去に買収
した企業の規模やガバナンス体制など、さまざまな
点を考慮したうえで主導する事業体が検討されて
います。

13

株式買収 vs 資産買収／株式の売り手および
買収形態（2020-2022年）

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson ReutersをもとにPwC作成

買収手法・買収形態（2020年～2022年）

買収案件78件について各社の開示資料を元に調
査・検証したところ、株式買収が全体の85%で資
産買収が15%でした。買収手法として圧倒的に株

式買収が採用されていることが分かります。この株
式買収においては、創業者・親会社・PEファンドか
ら非上場企業の株式を取得するケースが49件と最
も多く、次いで第三者増資の引受が15件、資産買
収の中で資源や不動産プロジェクトへの参画が10
件ありました。また、上場企業の株式を買収した案
件が2件、株式買収により特定の事業のみ切り離
して買収するカーブアウトが2件ありました。

非上場企業の株式を創業家や親会社から取得す
る形式で行われた案件については、そのほとんど
が株式の過半数以上を取得しています。非上場企
業の株式を取得する際に大きな論点になるのが買
収後のガバナンス体制です。ガバナンス体制につ
いてはM&A交渉時点において、人事デューデリ

ジェンスやコンプライアンスデューデリジェンスにて
検証するケースが増えています。

一方で、特定の先進技術の共同開発や自社ESG
戦略の加速を目的として、スタートアップ企業への
マイノリティ出資が複数実行され、投資対象の取捨
選択がより明確になっているケースも散見されま
す。また、潜在的な負債などを引き継がずに事業
買収を行うケースや、第1ステップとして開発プロ

ジェクトに共同参画するケースなど、自社の戦略や
対象事業の状況・特徴を踏まえて、複数の買収手
法から最適な手法を選択する買収が増えています。

オーストラリアでの初めての買収 vs 
2件目以降の買収案件

非上場企業(創業者

あるいは親会社か

ら) 62% 

非上場企業（PEファ

ンドから） 1% 

第三者増資の引受
19% 

上場企業 3% 

カーブアウト 3% 

資源・不動産プロ

ジェクトへの参画
13% 

株式買収
85%

資産買収 19%
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Mergermarket な ど の M&A デ ー タ ベ ー ス に て
2020年から2022年の間に発表が確認された日豪
クロスボーダーM&A98件のうち、売却案件は 20
件でした（日本企業同士の売買案件を除く）。この
うち資源セクターにおける売却案件が6件、非資源
セクターにおける売却案件 14件で、被資源セク
ターの内訳は食品・飲料業が3件、金融業が2件、
その他複数のセクターが1件ずつでした。

今回の調査期間を含め、近年においては化石燃料
を生産するプロジェクトの売却が複数発表されてい
ます。

2022年10月、東京ガス株式会社は、オーストラリ
ア子会社であるTokyo Gas Austra l ia Pty Ltdの
子会社5社（4プロジェクト）を譲渡することを発表し

ま し た 。 東 京 ガ ス は グ ル ー プ 経 営 ビ ジ ョ ン
「Compass2030」実現のための具体的道筋であ
る「Compass Act ion」において、成長領域への原

資配分のために資産ポートフォリオの見直しを行う
としており、今回の譲渡はこの戦略に基づくもので
あると説明しています。

2022年8月、三井物産株式会社は豪州三井物産

株式会社と共同でオーストラリアにおいて炭鉱事
業を行う旧BHP Mitsui Coal Pty Ltd社の株式
の 20% を保有していましたが、その株式全てを
Stanmore Resources Limitedの在豪子会社に
売却することを発表しました。

資源セクターと同様に、食品・飲料業、化学工業、
金融業他において複数の売却案件が公表されまし
た。

2022年5月、住友化学株式会社はオーストラリア

農薬会社ニューファーム社の全株式（持分比率
15.9%）を売却することを発表しました。住友化学

は政策保有株式について、個別銘柄ごとに中長期
的な経済合理性、保有意義の検証を毎年実施する
こととしており、この株式売却も当該方針に沿って
判断したものと説明しています。また、2010年に
ニューファーム社の発行済株式の20%を取得する

とともに、同社との包括的業務提携を開始し 、
2022年5月時点で、両社は世界30カ国以上にお

いて農薬製品の開発、販売などの面で大きなシナ
ジー効果を生み出しているとのことで、資本関係の
解消後も業務提携は継続される予定としています。

日本企業による
オーストラリアでの
M&A ― 売却案件

4

出典：各社プレスリリース、Capital IQ、Mergermarket、Thomson ReutersをもとにPwC作成

2020-2022年セクター別売却件数内訳

資源セクター 6 

食品・飲料 3 

金融 2 

林業 1 
再エネ・脱炭素 1 

その他 7 

非資源セクター14

日豪クロスボーダーM&A ― 売却案件
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日本国内の人口減少と高齢化を背景に多くの産業
で国内市場が縮小する中、持続的成長の一つの
手段として事業分野の拡大が選択されています。
多様な事業分野を最適に運営するガバナンス体制
が課題となり、再エネ等のESG投資にも鑑みた事

業ポートフォリオマネジメントによる経営資源の最
適分配が必要になります。複数の事業を保有する
中で収益力が高い事業に経営資源を振り分けると
ともに、新たな成長分野への経営資源を集中し、
ESGの観点を踏まえた良質なポートフォリオを形

成することが大切です。買収案件が数多く発表さ
れる中で、引き続き資産の入れ替え（資産リサイク
リング）に伴う売却案件が発表されると予想されま
す。

2022年2月、サントリー食品インターナショナル株

式会社は、オセアニアを中心にフレッシュコーヒー
事業を展開している豪州子会社の全株式をユー
シーシーホールディングス株式会社の子会社であ
る UCC ANZ MANAGEMENT PTY LTDに売却

することを発表しました。サントリー食品インターナ
ショナルは株式譲渡の理由について、継続的に事
業ポートフォリオを見直す中で、フレッシュコーヒー
事業の成長にむけてあらゆる選択肢を検討した結
果、同事業の成長ポテンシャルを最大化すること
ができる第三者への売却が最善と判断したと説明
しています。

15
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公表日: 2022年12月14日 公表日: 2022年10月27日
買い手: Merkle (株式会社電通グループの連結子会社) 買い手: 株式会社マクニカ

売り手: Aware Services 参画方法: 出資による日本での独占販売権獲得

買収目的: 顧客企業へのサービスの向上 投資目的: 施設警備を最適化するソリューションの

強化
取得価格: 非開示 出資金額: 非開示

買収対象: 同会社の株式100% 投資対象: icetana Limited.
対象会社の事業規模 総事業費: 非開示

収益: 1,440万豪ドル (2021年実績) 対象会社の事業規模

従業員数: 115名 資産面積: 非開示

取締役会決議日: 非開示 売上: 非開示

契約締結日: 非開示 営業利益: 非開示

買収完了日:  非開示 従業員数: 非開示

契約締結日: 非開示

公表日: 2022年10月26日 公表日: 2022年9月26日
買い手: 出光興産株式会社 買い手: 宝酒造インターナショナル株式会社

参画方法: Debella Projectへの出資 売り手: Nippon Food Supplies Company Pty Ltd
投資目的: 豪州でのバナジウムの供給安定化と需要創出に

貢献

買収目的: 海外日本食材卸ネットワークの拡大・強化

出資金額: 非開示 取得価格: 非開示

投資対象: Vecco Group Pty Ltd 買収対象: 同会社の株式49%を追加取得

プロジェクト概要 対象会社の事業規模

総事業費: 非開示 売上: 5,417.7万豪ドル (2021年12月期)
鉱山場所: クイーンズランド州・ジュリアクリーク 営業利益: 404万豪ドル (2021年12月期)

従業員数: 141名 (2022年3月末現在)
取締役会決議日: 2022年9月22日
契約締結日: 非開示

買収完了日:  非開示

公表日: 2022年9月16日 公表日: 2022年9月13日
買い手: 三井物産株式会社 買い手: クールジャパン機構 (株式会社海外需要開拓支援

機構)
参画方法: Engie S.A.社の子会社が持つグリーン水素事業

会社の持分28%を取得

参画方法: 出資

投資目的: 豪州における水素産業の拡大に貢献、水素事業

プロジェクトデザイン及び産業向け水素供給の知見獲得

投資目的: 日本酒の海外需要開拓

取得価格: 非開示 出資金額: 1,000万豪ドル

投資対象: YURIプロジェクト 投資対象: Wine Gallery Pty Ltd
プロジェクト概要 総事業費: 非開示

総事業費: 非開示(豪州再生可能エネルギー庁と西豪州政

府からそれぞれ4,750万豪ドルと200万豪ドルの補助金を受

給予定)

対象会社の事業規模

事業場所: 西豪州ピルバラ地域 売上: 非開示

契約締結日: 2022年9月2日 営業利益: 非開示

従業員数: 非開示

契約締結日: 非開示

16

2022年に公表された日本企業による
オーストラリアへの投資・売却案件
（一部）

5
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公表日: 2022年9月12日 公表日: 2022年9月7日
買い手: スズキ株式会社 買い手: 株式会社メガチップス
参画方法: 出資 参画方法: 資本提携
投資目的: 次世代モビリティ用ソフトウェア関連技術の共同

開発の推進や事業シナジーの実現

投資目的: 通信分野での市場開拓、新ソリューションの開発、

新規事業立ち上げ
出資金額: 非開示 出資金額: 1億豪ドル
投資対象: Applied Electric Vehicles Ltd 投資対象: Morse Micro PTY. LTD.
総事業費: 非開示 総事業費: 非開示
対象会社の事業規模 対象会社の事業規模
売上: 非開示 売上: 非開示
営業利益: 非開示 営業利益: 非開示
従業員数: 非開示 従業員数: 非開示
契約締結日: 非開示 契約締結日: 2022年9月7日

公表日: 2022年7月7日 公表日: 2022年7月1日
買い手: 三井物産株式会社 買い手: BX BUNKA AUSTRALIA PTY LTD (文化シヤッ

ター株式会社の子会社)
売り手: Position Partners Pty Ltd 売り手：MAX DOOR SOLUTIONS PTY LTD
買収目的: 鉱山業界やグローバルでの事業拡大 買収目的: 事業領域の拡大
取得価格: 非開示 取得価格: 非開示
買収対象: 同会社の株式を追加取得し50%+1株へ増加 買収対象: 同会社の株式100%

対象会社の事業規模 対象会社の事業規模
売上: 非開示 売上: 4,900万豪ドル (2021年6月期)
営業利益: 非開示 営業利益: 非開示
従業員数: 非開示 従業員数: 12名
取締役会決議日: 非開示 取締役会決議日: 非開示
契約締結日: 非開示 契約締結日: 非開示
買収完了日:  非開示 株式譲渡実行日: 2022年7月1日

公表日: 2022年6月15日 公表日: 2022年6月9日
買い手: コマツ 買い手: Osaka Gas Energy Oceania Pty Ltd
売り手: Mine Site Technologies Pty Ltd 売り手: Australian Integrated Carbon Pty Ltd
買収目的: 坑内掘り分野でのテクノロジーソリューション領域

の進化、現場の安全性・生産性の向上

買収目的: 豪州カーボンクレジット事業のノウハウ習得、低

炭素社会の実現に貢献
取得価格: 非開示 取得価格: 非開示
買収対象: 同会社の株式100% 買収対象: 同社株式の16.7%
対象会社の事業規模 対象会社の事業規模
売上: 非開示 売上: 非開示
営業利益: 非開示 営業利益: 非開示
従業員数: 非開示 従業員数: 非開示
取締役会決議日: 非開示 取締役会決議日: 非開示
契約締結日: 非開示 契約締結日: 非開示
買収完了日:  2022年7月1日 (予定) 買収完了日:  非開示
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公表日: 2022年6月8日 公表日: 2022年5月31日
買い手: 電源開発株式会社、丸紅株式会社 買い手: 富士フイルムビジネスイノベーション株式会社

参画方法: Glencore Plcが進める実証事業への共同参画 売り手: Smart Messaging Services Pty Ltd

投資目的: 豪州のエネルギー安全保障やブルー水素製造な

どの新規産業の創出による経済発展・雇用創出への寄与

買収目的: デジタル配信サービスの強化、販路拡大、新

サービス提供

出資金額: それぞれ1,000万豪ドル 取得価格: 非開示
投資対象: カーボン トランスポート アンド ストレージカンパ

ニーおよびCCSプロジェクト

買収対象: 同会社の株式100%

総事業費: 非開示 対象会社の事業規模
対象会社の事業規模 売上: 非開示
プロジェクト拠点: 豪州クイーンズランド州

ダーリングダウンズおよびムーニー近郊

営業利益: 非開示

従業員数: 非開示
取締役会決議日: 非開示
契約締結日: 非開示
買収完了日: 非開示

公表日: 2022年5月17日 公表日: 2022年5月12日
買い手: 住友林業株式会社 買い手: 三井物産株式会社
売り手: Regal Innovations Pty Ltd 売り手: Climate Friendly Pty Ltd
買収目的: 環境配慮型の住宅・不動産開発の推進 買収目的: 温室効果ガス排出削減への取り組みの一環

取得価格: 非開示 取得価格: 非開示
買収対象: 同会社の株式51% 買収対象: 同会社の株式33.7%
対象会社の事業規模 対象会社の事業規模
売上: 非開示 売上: 非開示
営業利益: 非開示 営業利益: 非開示
従業員数: 69名 (2021年6月末時点) 従業員数: 非開示
取締役会決議日: 非開示 取締役会決議日: 非開示
契約締結日: 非開示 契約締結日: 非開示
買収完了日: 非開示 買収完了日: 非開示

公表日: 2022年2月10日 公表日: 2022年8月12日
買い手: ユーシーシーホールディングス株式会社 売り手: 三井物産株式会社
売り手：サントリー食品インターナショナル株式会

社

買い手: Stanmore Resources Limited

買収目的: オーストラリアとニュージーランドのコーヒー市場

への参入

譲渡理由: 事業ポートフォリオ再構築の一環

取得価格: 非開示 譲渡価格: 3億8,000万米ドル
買収対象: 豪州子会社の株式100% 譲渡対象: 旧BHP Mitsui Coal Pty Ltd 社に保有する全株

式20%
対象会社の事業規模 譲渡対象会社の事業規模
売上: 非開示 売上: 非開示
営業利益: 非開示 事業利益: 非開示
従業員数: 非開示 従業員数: 非開示
取締役会決議日: 非開示 取締役会決議日: 2022年8月12日
契約締結日: 2022年2月9日 契約締結日: 2022年8月12日
株式譲渡実行日: 2022年上期中 (予定) 株式譲渡実行日: 2023年3月期中 (予定)
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公表日: 2022年5月24日
売り手: 住友化学株式会社

買い手:  非開示

譲渡理由: 中長期的な経済合理性、保有意義の検証の結

果

譲渡価格: 非開示

譲渡対象: Nufarm limitedに保有する全株式 (持分比率

15.9%)
譲渡対象会社の事業規模

売上: 32億1,600万豪ドル(2021年9月期決算)
事業利益: 非開示

従業員数: 2,678人 (2021年9月末現在、Full-time 
Equivalentベース)
取締役会決議日: 非開示

契約締結日: 非開示

株式譲渡実行日: 非開示
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出典

• 株式会社電通グループ、「電通グループ傘下のマークル
社、豪州のコンサルティング会社『アウェア・サービス社』を
買収し、データ活⽤・分析業務を強化」
（2022年12月14日）

• 株式会社マクニカ、「マクニカ、最先端の異常検知技術で
施設警備を最適化するソリューションを強化～豪icetana
への出資で実現～」（2022年10月27日）

• 出光興産株式会社、「豪州でバナジウム事業を推進する
Vecco社へ出資 高騰が進むバナジウムの安定供給に寄
与」（2022年10月26日）

• 東京瓦斯株式会社、「当社子会社による豪州プロジェクト
保有会社5社の株式譲渡(連結子会社の異動)に関するお
知らせ」（2022年10月7日）

• 宝ホールディングス株式会社、「海外日本食材卸ネット
ワークの拡大・強化－欧州および豪州における株式取得
に関するお知らせ」（2022年9月26日）

• 三井物産株式会社、「西豪州におけるグリーン水素製造
事業への参画に関する契約締結」（2022年9月16日）

• クールジャパン機構、「オーストラリア・イギリスでの日本酒
流通拡大を目的としたワイン販売プラットフォーム事業へ
出資」（2022年9月13日）

• スズキ株式会社、「スズキ、豪州Applied EVに出資－次世
代モビリティ用ソフトウェア開発を加速－」
（2022年9月12日）

• 株式会社メガチップス、「メガチップスとMorse Micro 
PTY.LTD.の資本提携及び戦略的パートナーシップの合
意に関するお知らせ」（2022年9月7日）

• 三井物産株式会社、「オーストラリアにおける原料炭事業
会社株式の持分売却について」（2022年8月12日）

• 三井物産株式会社、「豪州の情報化施工システムインテグ
レーターのPosition Partnersの子会社化について」
（2022年7月7日）

• 文化シヤッター株式会社、「豪MAX DOOR SOLUTIONS 
PTY LTDの株式取得（子会社化）に関するお知らせ」
（2022年7月1日）

• コマツ、「安全で生産性の高いスマートでクリーンな未来の
現場をお客さまと共に実現―坑内掘り鉱山向け通信デバ
イスと坑内測位による最適化プラットフォームを提供－豪
州マインサイトテクノロジーズ社を買収」
（2022年6月15日）

• 大阪ガス株式会社、「豪州でカーボンクレジット事業を行う
エーアイカーボン社の株式取得について～原生林を再生
し、CO₂削減に貢献～」（2022年6月9日）

• 電源開発株式会社、「豪州初となる石炭火力発電所由来
のCO₂の回収・輸送・貯留を一貫して行う実証事業へ参画
します」（2022年6月8日）

• 丸紅株式会社、「豪州初となる石炭火力発電所由来の
CO₂の回収・輸送・貯留を一貫して行う実証事業へ参画し
ます」（2022年6月8日）

• 富士フイルムビジネスイノベーション株式会社、「豪州のデ
ジタルメッセージ配信サービス企業Smart Messaging 
Servicesを買収」（2022年5月31日）

• 住友化学株式会社、「当社が保有するニューファーム株式
の売却について」（2022年5月24日）

• 住友林業株式会社、「豪州でランドスケープ事業に進出～
現地企業を子会社化、環境配慮型開発で脱炭素化推進
～」（2022年5月17日）

• 三井物産株式会社、「原生林再生事業によるカーボンクレ
ジット事業を行う豪Climate Friendly社への出資参画」
（2022年5月12日)

• サントリー食品インターナショナル株式会社、「連結子会社
の株式譲渡に関するお知らせ」
（2022年2月10日）
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